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報告事項（1）

平成30年度公立学校教員採用候補者選考志願状況について
教育総務部教育職員課

H29.6.14現在

1志願状況(受付期間:4月4日から5月10B)
（1）内訳

P●1

※農業(園芸･食品製造･土木造園･畜産）
護

工業(機械･電気･建設･工業化学)情報書道商業福祉水産看
I

(2)会場別志願状況

(3)身体障害者を対象とした特別選考の志願者数8名(昨年度15名）

2今後の日程
（1）第1次選考

①選考期日平成29年7月9日(日)
②試験会場県内8会場及び県外4会場(盛岡･秋田･札幌･金沢）
③合格発表7月下旬から8月上旬を予定

（2）第2次選考 ．．

①選考期日平成29年8月18日(金)･19日(土)･20日（日）小学校以外の志願者が対象
平成29年8月25日(金)･26日(土)P27B(日）小学校の志願者が対象

， ※特別臨時的任用講師特例については,校種を問わず8月25日（金）
《 ②試験会場県内6会場(第1次合格者に別途通知)

（3）最終合格発表 ‘
10月中旬を予定

1

字
１
国
。 §集

H30
人眞

' (H29)
志嚴

H30

■
■
ロ

ヨ型

(H29)
志願

H30
音率

(H29)

小学校 約710名
(約710名）

2,388
(2,333）

354
(3.3）

中学校 ‘
中･高共涌

約720名
(約720名）

3,787 」

(3,970）
’ 5．3

(5.5）

高等学校 ※各教科,科目
とも若干名 各教科,科目

とも若干名
170

．（128）

特別支援教育 約170名
(約170名）

524
(552）

3.1
（3.2）

養護教諭

(一般選考）

(特別選考）
（

約40名

若干名

r

(約40名）

‘ （芸干須）

･330

14

(321）

(21）

8．3
(8.0)

合
口 計 約1,660名

．(約1,660名）
7,213

(7.325）
4.3

(4.4）

千葉会場
県外会場

嘩岡会場
ａ
■
ｊ
口 1M 壬 会場 *1.幌会場 余沢会場

全体合計

H28 6,971 278 107 65 ・ 7,421
H29 6,844 307 103 71 7,325
H30 6,721 ､325 ． 67 31 69 7,213
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議案第31号

平成30年度千葉市立稲毛高等学校附属中学校第1学年入

学者の募集及び選抜の基本方針について

平成30年度千葉市立稲毛高等学校附属中学校第1学年入学者

の募集及び選抜の基本方針について、次のとおり定めるものとする。

平成29年6月12日提出

千葉市教育委員会教育長磯野和美

記

1 募集定員

千葉市立稲毛高等学校附属中学校第1学年

80名（男子40名、女子40名）

2 入学検査料

銀行窓口にて専用納付書により2， 200円を納入し、納付

済証明書を入学願書に貼付する。

3 入学検査

（1）提出書類及び提出期間等

ア提出書類

入学願書、志願理由書、小学校等の校長が作成した報告

書等

イ提出期間

平成29年12月11日（月）及び12日 （火）

（2）検査の期日 ＄

平成30年1月27日′(土）

（3）検査の内容

検査は、適性検査及び面接を実施する。

ただし､適‘亀検査は､作文､筆答検査､実技等から適切に
組み合わせたもので、将来の進路に対する目的意識や6年間

の中高一貫教育を受けるための能力、適性、意欲を確認する′

ものとする。

（4）選抜方法

！

3
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小学校等の校長から送付された報告書等、面接及び適性検

査の結果を資料とし、志願者の能力、適性、意欲等を総合的

に判定して、入学者の選抜を行うものとする。

（5）選抜結果の発表

平成30年2月2日 （金）

4 入学確約書の提出

平成30年2月6日 （火）正午まで

5 その他

・ 上記以外の入学者選抜の実施に関して必要な事項については、

「平成30年度千葉市立稲毛高等学校附属中学校入学者募集要

苫

項」

に定める。I

I
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議案説明

， 平成30年度千葉市立稲毛高等学校附属中学校第1学年入学

者の募集及び選抜の基本方針を定めることについて､千葉市教育

委員会組織規則第8条第9号の規定により議決を求めるもので

Ｉ
１
ｊ
ノ
ノ

あります。
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議案第32号 」

平成30年度千葉市立高等学校第1学年入学者の募集及び

選抜の基本方針について-

平成30年度千葉市立高等学校第1学年入学者の募集及び選抜

の基本方針について、次のとおり定めるものとする。

平成29年6月12日提出

千葉市教育委員会教育長

記

生徒定員

千葉市立千葉高等学校全日制第1学年

普通科 280名（男女共学）

理数科 － 40名（男女共学）

千葉市立稲毛高等学校全日制第1学年

普通科 280名（男女共学）

国際教養科 40名（男女共学）

募集定員

千葉市立千葉高等学校全日制第1学年

普通科 280名（男女共学）

理数科 40名（男女共学）

千葉市立稲毛高等学校全日制第1学年

普通科 200名（男女共学）

国際教養科 40名（男女共学）

入学検査料

銀行窓口にて専用納付書により2， 2銀行窓口にて専用納付害により2， 2

I

磯野和美

1

2

3

円を納入し、納付00

済証明書を入学願書に貼付する。

前期選抜4

千葉市立千葉高等学校及び千葉市立稲毛高等学校の募集定

員の一部について､各高等学校が定めた「期待する生徒像」に

基づき、学力検査の成績、各高等学校が定めた検査の結果及び

書類の審査等により入学者の選抜を行う。

(1） 選抜枠

前期選抜枠については、各高等学校において次に示す範囲

から定める。

7



、普通科 ､募集定員の30％以上60％以内

理数科 募集定員の50％以上100％以内

国際教養科募集定員の50％以上100％以内

（2）出願書類及び提出期間等

ア出願書類

入学願書等

イ提出期間

平成30年2月2日 （金）及び5日（月）

（3）検査の期日

平成3，0年2月13日（火）及び14日 （水）
（4）検査の内容

第1日学力検査（国語、数学、英語、理科、社会）

第2日各高等学校において、面接、集団討論、自己表現、

作文、小論文、適性検査、学校独自問題による検査

及びその他の検査のうちからいずれか一つ以上の検

査を実施する。

各高等学校において、実施する検査の内容は別に定

める。

（5）選抜方法

中学校の校長から送付された調査書等の書類の審査、学力

検査の成績及び各高等学校において実施した検査の結果を資

料とし、各高等学校の教育を受けるに足る能力、適性等を総

合的に判定して入学者の選抜を行うものとする。

（6），選抜結果の発表及び通知

平成30年2月20日 （火）に発表し、本人に通知する。

（7）入学確約害の提出

入学許可候補者に内定した者は、入学確約書を平成30年

2月22日（木）正午までに提出する。

(8）入学許可候補者の発表の日時

平成30年3月7日 （水） 午前9時

5 海外帰国生徒の特別入学者選抜

千葉市立稲毛高等学校普通科及び国際教養科の「4 前期選

抜」の（1）の選抜枠の一部について、特別に入学者の選抜を

8



行う。

（1）志願要件

ア外国における在住期間が帰国時からさかのぼり継続して2

年以上4年未満の者で、帰国後1年以内の者

イ外国における在住期間が帰国時からさかのぼり継続して4

年以上の者で、帰国後2年以内の者

（2）出願書類及び提出期間等

ア出願書類

入学願書、海外在住状況説明書等

イ提出期間

「4 前期選抜」の（2）イに定めるところによる。

（3）検査の期日

平成30年2月13日（火）及び14日 （水）

（4）検査の内容

海外帰国生徒の特別入学者選抜を実施する高等学校におい

て別に定める検査

（5）選抜方法

中学校の校長から送付された調査書、海外在住状況説明書

等の書類の審査及び高等学校において実施した検査の結果を

資料とし、千葉市立稲毛高等学校の教育を受けるに足る能力、

適性等を総合的に判定して入学者の選抜を行うものとする。

（6）選抜結果の発表及び通知

「4 前期選抜」の（6）に定めるところによる。

（7）入学確約書の提出

「4 前期選抜｣の（7）に定めるところによる。

（8）入学許可候補者の発表の日時

｢4 前期選抜jの（8）に定めるところによる。

6 中国等帰国生徒の特別入学者選抜

各高等学校の「4 前期選抜」の（1）の選抜枠の一部につ

いて、

特別に入学者の選抜を行う。

（1）志願要件

』
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保護者が中国等引揚者で、保護者とともに引き揚げ、千葉

県内（普通科は千葉市内）に居住しているか又は居住予定の
ある者のうち帰国して3年以内の者

なお、 中国等引揚者とは、昭和20年9月2日以前から引

き続き中国等に居住していた者等で、その後永住の目的をも

って帰国した者をいう。

（2）出願書類及び提出期間等

ア出願書類

入学願書、 中国等帰国生徒特別措置適用申請耆等

イ提出期間

「4 前期選抜」の（2）イに定めるところによる6

（3）検査の期日

平成30年2月14日 （水）

（4）検査の内容

面接及び作文

（5）選抜方法

中学校の校長から送付された調査書、 中国等帰国生徒特別

措置適用申請書等の書類の審査並びに面接及び作文の結果を

資料とし、志願者の特別な事情を考慮して、総合的に判定し

て入学者の選抜を行うものとする。

（6）選抜結果の発表及び通知

「4 前期選抜」の（6）に定めるところによる。

（7）入学確約書の提出

「4 前期選抜」の（7）に定めるところによる。

（8）入学許可候補者の発表の日時

， 「4 前期選抜」の（18）に定めるところによる。

7 後期選抜

（1）募集人員

募集定員から「4 前期選抜」、「5 海外帰国生徒の特別

入学者選抜」及び「6 中国等帰国生徒の特別入学者選抜」

により入学許可候補者に内定した者のうち入学確約害を提出

した者の数を減じた人数を募集人員とする。

（2）出願書類及び提出期間等

≠

ｒ
〉

、
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ア出願書類

入学願書等

U

イ提出期間

平成30年2月23日（金）

（3）志願又は希望の変更

ア 「7 後期選抜」に出願した者は、 1回に限り、志願する

高等学校、志願した高等学校の希望する課程、学科の変更を

することができる。 （

イ受付期間

平成30年2月26日（月）及び27日 （火）

（4）入学願書等の提出期間の特例

、ア入学願書等の提出及び志願の変更の期間について次の

（ア）、（イ）に該当する者に対し特例を認める。

（ア） 「7 後期選抜」の（2）イに定める入学願書等の

提出期間を過ぎてからの保護者の転勤等に伴う転居によ

り、高等学校入学後の通学に支障があるためやむを得ず

千葉県公立高等学校を新たに志願しようとする者

（イ） 千葉県公立高等学校に出願している者で、「7 後期

選抜」の（3）イに定める志願又は希望の変更受付期間

内の保護者の転勤等に伴う転居により、高等学校入学後

の通学に支障があるためやむを得ず志願の変更をしよう

とする者

イ受付期間

平成30年2月26日（月）及び27日 （火）

（5）検査の期日 、

平成30年3月1日 （木）

（6）検査の内容

ア学力検査（国語、数学、英語、理科､社会）

イ面接等各高等学校が必要に応じて実施する検査

（7）選抜方法

中学校の校長から送付された調査書、学力検査の成績及び

面接等各高等学校が必要に応じて実施した検査の結果等を

1
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資料とし、各高等学校の教育を受けるに足る能力、適性等を

総合的に判定して入学者の選抜を行うものとする。

（8）入学許可候補者の発表の日時

「4前期選抜」の（8）に定めるところによる。

その他

上記以外の入学者選抜の実施に関して必要な事項については、

「平成30年度千葉市立高等学校入学者選抜要項｣に定める。

8

､
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議案説明

平成30年度千葉市立高等学校第1学年入学者の募集及び選

抜の方法等を定めることについて、千葉市教育委員会組織規則第

8条第9号の規定により議決を求めるものであります。
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報告第4号 一

千葉市育英資金支給条例施行規則の一部改正について

千葉市育英資金支給条例施行規則の一部改正について、次のと

おり臨時代理により処理したので報告する。

平成29年6月12日提出

千葉市教育委員会教育長磯野、和美
一

千葉市教育委員会規則第6号

千葉市育英資金支給条例施行規則の一部を改正する規則

千葉市育英資金支給条例施行規則（昭和37年千葉市教育委員
会規則第1号）の一部を次のように改正する。

第6条第2項中「、教育総務部長、企画課長、学事課長｣ ~を‐｢、

学校教育部長、教育指導課長｣に改める。

附則
l

の規則は、公布の日から施行する。
｝
」

／

〆

／

／

I

I
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報告説明

千葉市育英資金支給条例施行規則の一部改正について、千葉市

教育委員会組織規則第9条第1項の規定に基づき臨時代理により

処理したので、同条第2項の規定に基づき報告するものでありま

す。

I
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、
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、
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議案第33号

平成29年度補正予算について

平成29年度補正予算を定めることについて、次のとおり市長に申し

出るものとする。’

平成29年6月12日提出

千葉市教育委員会教育長 磯 和 美野

〆司

ノ

I
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議案第33号平成29年度千葉市一般会計補正予算

ゞ 生涯学習部文化財課

平成29年度6月補正予算について ‘
（加曽利貝塚の特別史跡推進）

1 経緯

平成29年度当初予算の示達後､平成29年1月31日に文化庁へ特別史跡指定の意見具申書を提
出し、平成29年6月に特別史跡指定の答申が出る見通しがたった。特別史跡の指定は17年振りで
あり、答申直後には大々的な報道によって加曽利貝塚への注目が集まり、来場者の急増が見込まれ
る°

そのため、急増した来場者に対し、最低限の環境整備を行うとともに、特別史跡指定の話題性を効
果的に活用した集客事業とPR活動を実施する必要が生じたため｡

2 ､補正予算額

3補正予算の内容

(2)イベント拡充

(3)広告･PR

18

補正前 補正後 一 補正見積額 ．

‘94，241千円

f ､

129，741千円 35
〃

，＝ 500千円

『

事業名 事業内容 見積額

トイレの洋式化･多機能化

授乳･休憩ルーム設置
／ ~

･史跡内既設ドイレの洋式化。（2か所､13基） ‘
･障害者用トイレにおむつ交換､オストメイト機能を追加。（1か所）

公園入口にプレハブを設置し､来場者の授乳･休憩に提供
4坪(13.2㎡)･エアコン付

5，000
ー■■＝■■ーPー■■■■一■

500

I

小計 5，500

. 事業名 .事業内容 見積額

指定記念イベント
d

■■ーq■‐＝ーー■■＝■■ー■■■■■■q■q■■■■■。■■■●■q■＝■■ I■q■■■－－■■画■■

'

イベント拡充
～

10月に予定されている指定決定(官報告示)を受け記念イベントを開催する。
【開催予定日】11月3日～5日 【内容】記念式典､物販さ縄文コンサート

・・・・・一口』

“

ロ》口車・画

“

一・・ロ・・毎・・ローロー

ィ
ロロ毎口一二口・・一・・一『・童画回』』ロ・・ロロ・ロ・ローロ一宇亜弓

【拡充内容】
9月以降毎週末､祝日に開催 ， ‐

‘【実施を予定しているイベント】
･夏休み発掘体験 【拡充】13日間開催発掘疑似体験。
･土器ドキ発掘体験 【拡充】週1日開催発掘疑似体験。 、
．縄文いろいろ遊び体験【新規】週2日開催土偶型抜き等。
･縄文のひと体験 【新規】週2日開催縄文服を着用した記念撮影等｡、

,2，500
＝＝■■■■ー‐■■”q■q■■

7，000

H r

小計
、 9,500

・ 事業名 ・ 事業内容Ⅱ

見積額

公共交通機関での広告･PR

q■q■q■■■■■ー■■■■■■一一■■■■q■ーq■q■■■■■■■ ■■■■一一ロq■■■ｰ■■q■ ーⅡ■

･公共交通車両へのラッピング‘

･車内広告
･駅舎広告 ， ‘

｜蕊躍篁鬘墓一一一一一…モノレールでの広告･PR

ﾛ･‘･ーー･~･ﾛ･-F･~｡｡‘･‘ﾛｰP~‘･‘････~.~,ロー･･･.‘･‘･‘･'･‘･'･‘･‐

広告デザインヤ製作
、

8,500

■■■■■■q■■■Ⅱ■q■■■■■ ■■■

7,000

＝■■■■■■■Ⅱ■q■＝●■■q■■

5,000

小計
I

20，500

合計 35,500



～～～～～～へ′～～へ′～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

議案説明

平成29年度補正予算について、市長に意見を申し出るため、千葉

市教育委員会組織規則第8条第6号の規定に基づき、議決を求めるも

のであります。

ノ
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議案第34号 ゞ

特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部

改正について

特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例を次のとおり制定するものとする。

平成29年6月12日提出

千葉市教育委員会教育長磯野和美

千葉市条例第 号

特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例

特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例（昭和31

年千葉市条例第17号）の一部を次のように改正する。

附則第第17項の規定中「平成27年7月1日から平成29年6月1

3日まで」を「平成29年8月1日から平成30年3月31日まで」に

改める。

附則第21項の規定中「平成27年4月1日から平成29年6月13

日まで」を「平成29年8月1日から平成30年3月31日まで」に改

める。

附則第27項の規定中｢平成29年6月13日」を「平成30年3月

31日」に改める。

，附則

この条例は、平成29年8月1日から施行する。

1
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

議案説明

厳しい財政状況を踏まえ、教育長の給与の減額措置を行うため、条

例の一部を改正するよう市長に申し出ることについて、千葉市教育委

員会組織規則第8条第6号の規定により議決を求めるものであります。
、

,rj
′

I

1
′

I
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議案第35号

千葉市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する条例の制定

について

千葉市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する条例を次のとお

り制定するものとする。

平成29年6月12日提出

千葉市教育委員会教育長磯野 和美

千葉市教育委員会訓令（甲）第 号

教育委員会事務局及び各教育機関

千葉市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する条例を次のよう

に定める｡

千葉市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する条例

（趣旨）

第1条この条例は、本市が設置する学校（高等学校を除く。第3条に

おいて同じ。）において、学校給食法（昭和29年法律第160号。

次条において「法」という。 ）第4条及び特別支援学校の幼稚部及び

高等部における学校給食に関する法律（昭和32年法律第118号。

次条において「特別支援学校給食法」という。 ）第3条の規定に基づ

く学校給食の実施並びに学校給食費の管理に関し必要な事項を定める

ものとする。

‐ （定義）

第2条この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。

（1）学校給食法第3条第1項の学校給食及び特別支援学校給食法第

2条の学校給食をいう。

（2）学校給食費法第11条第2項の学校給食費及び特別支援学校給

食法第5条第1項に規定する経費以外の学校給食に要する経費を

いう。

（3）学校給食費負担者学校給食を受ける児童又は生徒の保護者等

（児童又は未成年の生徒については学校教育法（昭和2，2年法律

- 第26号）第16条に規定する保護者、成年に達した生徒につい

23



てはその者の就学に要する経費を負担する者をいう。 ）その他学

校給食の提供を受ける者をいう。

（学校給食の実施）

第3条本市は、本市が設置する学校において学校給食を実施するもの

とする。

（学校給食費の徴収）

第4条市長は、学校給食費負担者から学校給食費を徴収する。

2学校給食費の額は、規則で定める。

（学校給食費の納付）

第5条学校給食費負担者は、学校給食費を規則で定める日 （次条及び

第7条において「納付期限」 という。 ）までに納付しなければならな

い。

（督促）

第6条市長は、納付期限までに学校給食費を納付しない学校給食費負

担者があるときは、期限を定めて、 これを督促しなければならない。

（遅延損害金）

第7条学校給食費負担者は、納付期限後に学校給食費を納付する場合

においては､‐当該学校給食費に、その納付期限の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、遅延損害金額を加算して納付しなければなら

ない。 ・

2 前項の遅延損害金額の計算については、千葉市税外収入金に係る延

滞金の徴収に関する条例（昭和39年千葉市条例第34号）第2条及

び附則第3項の規定を準用する。 この場合において、同条第1項中

「税外収入金の納付義務者（以下「納付義務者」という。 ） 」とある

のは「学校給食費負担者」と、 「税外収入金」とあるのは「学校給食

費』と、 「延滞金額」とあるのは「遅延損害金額」と、同条第3項、

、第4項及び附則第3項中「延滞金」とあるのは｢遅延損害金」と読み

替えるものとする。

（減免）

第8条市長は、特別の理由があると認めるときは、規則で定めるとこ

、

24



ろにより、学校給食費を減額し、又は免除することができる。

（委任）

第9条この条例の施行に関し必要な事項は､規則で定める。

附則

1この条例は、平成30年4月1日から施行する。

2 この条例は、 この条例の施行の日以後に実施する学校給食に係る学

校給食費について適用し、同日前に実施した学校給食に係る学校給食

費については、なお従前の例による。

『
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～～～～～～～～～～～～～～.～～～～～～～～～～～～～～～～～～

議案説明

学校給食の実施及び学校給食費の管理に関し必要な事項を定めるた

め、千葉市教育委員会組織規則第8条6号の規定により議決を求める
ｰ

ものであります。

ﾉ

1

1

！

1
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議案第36号

千葉市公民館設置管理条例の一部改正について

千葉市公民館設置管理条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

るよう市長に申し出るものとする。

平成29年6月12日提出

千葉市教育委員会教育長磯野和美

千葉市条例第 号

千葉市公民館設置管理条例の一部を改正する条例

千葉市公民館設置管理条例（昭和44年千葉市条例第23号）の一部

を次のように改正する。

第10条を第17条とし、第9条を第16条とし、第8条を第13条

とし、同条の次に次の2条を加える｡

（指定管理者の指定の手続等)

第14条委員会は、公民館の管理を適切かつ確実に行うことができる

と認める法人その他の団体を、その申請により、議会の議決を経て、

指定管理者として指定するものとする。

2 委員会は、前項の規定により指定管理者を指定したときは、教育委

員会規則で定めるところにより、その旨を告示するものとする。地方

自治法第244条の2第11項の規定により指定管理者の指定を取り

消し、又は管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときも、同

様とする。 ヌ

3 前2項に定めるもののほか、指定管理者の指定の手続に関し必要な

事項は、教育委員会規則で定める。

（管理の基準)

第15条指定管理者は、法令、条例、条例に基づく規則又は教育委員

会規則その他委員会の定めるところに従い、公民館の管理を行わなけ

ればならない。

第7条ただし書中「教育委員会」を「委員会」に改め、同条に次の1

項を加える。

2 指定管理者は、あらかじめ委員会の承認を得て、前項に規定する休

館日に開館することができる｡
へ
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第7条を第11条とし、同条の次に次の1条を加える。 ，

(使用時間）

第12条公民館の使用時間（以下この条において「使用時間｣‐とい

う。 ）は、午前9時から午後9時までとする｡

2 前条第1項ただし書の規定は苛使用時間の変更について準用する。

3 指定管理者は、あらかじめ委員会の承認を得て、使用時間以外の時

・間に開館することができる。 ， ジ

第6条を第10条とする。

第5条の2中「教育委員会」を「指定管理者」に、 「前条第4号」を

F第7条第4号」に､ 「聴く」を「聴くよう委員会に求める」に改め､

同条に次の1項を加え、同条を第9条とする。 ‘

2 委員会は､前項の規定による'求めがあったときは、第7条第4号に

該当する事由の有無について、所轄の警察署長の意見を聴くものとす

る。

第5条の見出し中｢制限」を「不許可」に改め、同条中「次の」を

「指定管理者は、次の」に、 「公民館の使用を許可しない』を「前条第

1項の許可をしないものとする」に改め、同条を第7条とし、同条の次

に次の1条を加える。

（使用の制限等）

第8条指定管理者は､次の各号のいずれかに該当するときは､公民館

の使用を制限し、若しくは停止し､第6条第1項の許可を取り消し、

又は公民館からの退去を命ずることができる。

（1）この条例又はこの条例に基づく教育委員会規則に違反したとき。

（2）偽りその他不正の手段により第6条第1項の許可を受けた事実が

明らかになったとぎ｡

（3）第6条第1項の許可に付した条件に違反したとき。

（4）前条第1号から第4号までに規定する使用不許可の事由が発生し

たとき。

（5）公民館の管理の業務に従事する者の管理上の指示に従わないとき。

（6）前各号に掲げる場合のほか、公民館の管理上支障があると認める

とき。

～

(

一
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第4条第1項中「教育委員会」を「指定管理者」に改め、同項に後段

として次のように加える。

許可に係る事項を変更しようとするときも、同様とする。

第4条第2項ただし書中「教育委員会」を「指定管理者」に、 「その

使用を許可した」を「前項の許可をした」に改め、同条第3項中「教育

委員会は、前2項の使用」を「指定管理者は、公民館の管理上必要があ

ると認めるときは､第1項」に、 「付す｣を「付する」に改め、同条を

第6条とする。

第3条の次に次の2条を加える。

（指定管理者による管理）

第4条公民館の管理は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条の2第3項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」とい

う。 ）に行わせる。

（業務の範囲） 、

第5条指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。

（1）公民館の事業の実施に関する業務

（2）次条第1項に規定する使用の許可及び第8条の規定による使用の

制限等に関する業務

（3）公民館の維持管理に関する業務

（4）､前3号に掲げるもののほか､千葉市教育委員会(以下「委員会」

という。 ）が別に定める業務

附則第3項を削る。

別表第1千葉市犢橋公民館の項中､｢千葉市花見川区犢橋町162番地

の1」を「千葉市花見川区犢橋町162番地1」に改め、同表千葉市松

ケ丘公民館の項中「千葉市中央区松ケ丘町257番地の2」を『千葉市

中央区松ケ丘町257番地2」に改め、同表千葉市更科公民館の項中

「千葉市若葉区更科町2254番地の1」を「千葉市若葉区更科町

2254番地1」に改め、同表千葉市生浜公民館の項中「千葉市中央区

生実町67番地の1」を「千葉市中央区生実町67番地1」に改め、同

表千葉市椎名公民館の項中「千葉市緑区富岡町290番地の1」を「千

葉市緑区富岡町290番地1」に改め、同表千葉市土気公民館の項中
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「千葉市緑区士気町1631番地の7」を『千葉市緑区土気町1631

番地7」に改め｛同表千葉市川戸公民館の項中「千葉市中央区川戸町

403番地の1」を『千葉市中央区川戸町403番地1」に改め、同表

千葉市花見川公民館の項中「千葉市花見川区柏井町1590番地の8」

を「千葉市花見川区柏井町1590番地8」に改め、同表千葉市加曽利

公民館の項中「千葉市若葉区加曽利町892番地の6」を「千葉市若葉

区加曽利町892番地6」に改め、同表千葉市星久喜公民館の項中「千

葉市中央区星久喜町615番地の7」を「千葉市中央区星久喜町615

番地7」に改め、同表千葉市大宮公民館の項中「千葉市若葉区大宮町

3， 221番地の2」を「千葉市若葉区大宮町3221番地2」に改め、

同表千葉市さつきが丘公民館の項中「千葉市花見川区さつきが丘1丁目

32番地の4」を「千葉市花見川区さつきが丘1丁目32番地4」に改

め、同表千葉市こてはし台公民館の項中「千葉市花見川区横戸町861

番地の4」を「千葉市花見川区横戸町861番地4’」に改め、同表千葉

市草野公民館の項中「千葉市稲毛区園生町384番地の93」を「千葉

市稲毛区園生町384番地93」に改め、同表千葉市長作公民館の項中

β「千葉市花見川区長作町1， 722番地の1」を「千葉市花見川区長作

町1722番地1」に改め、同表千葉市若松公民館の項中、『千葉市若葉

区若松町2， 117番地の2」を「千葉市若葉区若松町2117番地2」

に改め､同表千葉市山王公民館の項中「千葉市稲毛区六方町55番地の

29」を「千葉市稲毛区六方町55番地29」に改め、同表千葉市緑が

丘公民館の項中「千葉市稲毛区宮野木町1， ’807番地の3」を「千葉

市稲毛区宮野木町1807番地3」に改め、同表千葉市越智公民館の項

中「千葉市緑区越智町822番地の7」を「千葉市緑区越智町822番

地7｣に改める。

附則

1 この条例は、平成30年4月1日から施行する。ただし、第10条

を第1､7条とし、第9条を第16条とし、第8条を第13条とし、同

条の次に2条を加える改正規定（第14条に係る部分に限る。）及び

別表第’の改正規定は公布の日から、附則第3項を削る改正規定は平
成29年10月1日から施行する。

）

1

1

「
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ﾉ

2 この条例の施行の日前に千葉市教育委員会がしたこの条例による改

正前の第4条第1項の許可又は同条第2項の規定による許可で､この

条例の施行の際現に効力を有するものは、同日においてこの条例によ

る改正後の第4条に規定する指定管理者がしたこの条例による改正後

の第6条第1項の許可とみなす。
（

f

、

1

~
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議案説明

公民館の管理を指定管理者に行わせるとともに、休止中の犢橋公民

館の供用を再開するほか、規定の整備を図るため、条例の一部を改正

するよう市長に申し出ることについて、議決を求めるものであります。

ｰ

『

1

←

1
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平成29年6月12日

平成29年千葉市教育委員会会議第6回定例会
I
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議案第31号関係参考資料 一

平成29年度千葉市立稲毛高等学校附属中学校入学者選抜の状況について

学校教育部教育指導課

1 検査内容

2選抜方法

小学校等の校長の作成した報告書志願者から提出された志願理由書等の書類の審査、

適性検査の結果、面接の結果を資料とし、志願者の適性、意欲等を総合的に判定して入
学者の選抜を行う。

3志願状況（平成29年度入学者選抜）

4 口頭開示の状況 1

､

1

1

検査等 どのような力をみるのか ’

(1) 適性検査I (45分） 思考力や判断力、課題発見や問題解決の力をみる。

(2) 適性検査Ⅱ （45分）
テーマに基づいて自分の考えや意見を文章にまとめる
力をみる。

／

(3) 面接
将来の進路に対する目的意識、学ぼうとする意欲、聞

く力・話す力等をみる。 ､

募集定員 志願者数 志願倍率 入学者数

男 40 316 7．9 40 ．

女 40 362 9．1 40

計 80 678 8．5． 80

報告書 230件

得点 239件



’

ノ

I

1

、

〆｡

2
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議案第32号関係参考資料

平成29年度千葉市立高等学校入学者選抜の状況について

学校教育部教育指導課

1 前期選抜

I

』

ﾉ

〆

(全日制の県平均 1． 75倍）

2海外帰国生徒の特別入学者選抜（稲毛高校のみ）

【志願者】

※（ ）は合格者

3 中国等帰国生徒の特別入学者選抜（全公立高校出願可能）

※両校ともに志願者なし

3

千葉高校 稲毛高校

選抜枠

普通科

理数科

60％

60％

普通科

国際教養科

60％

75％ 、

選抜方法

学力検査（国･数･英･理･社）各50分

小論文 面接

、

千葉高校 稲毛高校

志願倍率

普通科

理数科

2． 85倍

2． 67倍

普通科

国際教養科

1

2．26倍

2．30倍

稲毛高校

選抜枠 前期選抜の選抜枠に含める

選抜方法 学力検査・面接

普通科 0名（0名）

Q

国際教養科 0名（0名）

千葉高校・稲毛高校

選抜枠 前期選抜の選抜枠に含める

選抜方法 面接及び作文



4後期選抜

、

〆

(全日制の県平均 1． 44倍）
、

5 2次募集

＊2次募集は､両校とも実施せず。

6 口頭開示の状況

1 %

4

千葉高校 稲毛高校

選抜方法 学力検査（国･数･英･理･社）各40分

必要に応じた検査 無

傾斜配点 数．理を1．5倍（理数科） 英を1．5倍（国際教養科)

千葉高校 稲毛高校

志願倍率

普通科

理数科

2． 03倍

2． 80倍

普通科

国際教養科

2． 06倍

2． 50倍

千葉高校 稲毛高校

第2次募集の検査 面接及び作文 面接及び作文

千葉高校』 稲毛高校

前期 後期 前期 後期
／

調査書 251件 74件 調査書 188件 71件

得点 301件 146件 得点 206件 118件



報告第4号関係参考資料

新旧対照表

(千葉市育英資金支給条例施行規則の一部改正）

附則

l この規則は、公布の日から施行する。

I

5

改正前 改正後

第1条～第5条略

第6条育英資金の支給を受ける者の決定にあた

り、事前に審査を行うため、審査委員会を置く。

2審査委員会の委員は、 教育長、教育次長、教育

総務部長、企画課長､学事課長及び千葉市立高等

学校長をもって充てる‘。

第7条～第12条略

第1条～第5条略

第6条育英資金の支給を受ける者の決定にあた

り、事前に審査を行うため、審査委員会を置く。

2審査委員会の委員は、教育長、 教育次長、学校
一一

教育部長､教育指導課長及び千葉市立高等学校長

をもって充てる。

第7条～第12条略



〆
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議案第34号関係参考資料

特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の－部改正について(議案

第34号）

教育総務部教育職員課

1 ‐趣旨

厳しい財政状況を踏まえ､教育長の給与の減額措置をこれまでと同様に実施する。I

2主な内容

平成29年6月13日までとされている教育長の給与の減額措置を平成2

月1日から平成30年3月31日まで実施する。

9年8

、

※減額措置の内容
〆

※減額率は同率

【参考】市長等の減額措置

※減額率は同率

1 ．

施行期日

平成29年8月1日

3

’
(参考）影響額 △924千円

I

」
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新旧対照表（特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例）

特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例(昭和31年千葉市条例第17号）

の一部を次のように改正する。 、

口
職の職員の給与寸 職の職員の給与オ

う条ｲタ

I

÷ q

｝リゾ

；（鵬

』 ！

苛長の縮料の額の特例措

音長‘に対Iンて平成27主

教育長の給料の額の特例措置）
閏

教育長に対して平成29年8眉

9=6戸 ゴまで0 】 aまで0

の客目しま、 群L又祁ロイ9名

眉篭1号〃

L －X卵口りつ郁頂

盾篭1号の権

=〃）控

芝給を受けること

そ額に100分のl[

その篭に1円未浦

よつ晉眞

,当該額に100分の:10を乗じて篠

穎（その額に1円未満の端数が友

ときは、 これを切り捨てた額） を

じた領をする、

ｒ
ム

而叙か。

昼頼） 覇

、

|）（鵬

！

駒音長の期 教育長の野の額の特仏 の額の特例格

の間の基脅

して支給で

冬篭，項0

の間の基準日に

して支給する斑

冬篭，頂の揖朱

職する教着

手当の頼脆

職する教育張

手当の額は､：

允労ユナ、匡君塗貝の規定を通氏

支給を薯けるこ

貝の規定を適距

支給を等けるこ

8

‐ ‐ 改正前 ；- － 。 ‐ 改正後 一



I

なる額から、当該額に100分の15を

乗じて得た額（その額に1円未満の

端数があるときは、 これを切り捨て

た額）を減じた額とする。

なる額から､ず当該額に100分の15を

乗じて得た額（その額に1円未満の

端数があるときは、 これを切り捨て

た額）を減じた額とする。

22～26 （略） 22～26（略）

（教育長の退職手当の額の特例措

置）

27 平成29年6月1 3日までに退職

（教育長の退職手当の額の特例措

置）

27 乎成30年3月3 1 日までに退職

をした教育長であった者に係る退職

手当の額は、第6条の規定にかかわ

らず、 同条の規定を適用し_た場合に

その者が支給を受けることとなる額

から、 当該額に100分の5を乗じて

得た額（その額に1円未満の端数が

あるときは、 これを切り捨てた額）

を減じた額とする。

をした教育長であった者に係る退職

手当の額は、第6条の規定にかかわ

らず、 同条の規定を適用した場合に

その者が支給を受けることとなる額

から、 当該額に100分の5を乗じて

得た額（その額に1円未満の端数が

あるときは、 これを切り捨てた額）

を減じた額とする。

以下（略） 以下（略）

備考改正箇所は、下線が引かれた部分である。

附則

この条例は、平成29年8月1日から施行する。

ノ

9
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議案第35号関係参考資料

（学校教育部保健体育調

【議案第35号】 千葉市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する条例の制定
について

1 制定の趣旨

市が設置する学校において実施する学校給食及び学校給食費の管理に関し､必要な事項を
制定しようとするもの。

2条例の概要

学校給食費の管理について､現在は､小･養護･第二養護学校は､学校長が歳入歳出を管

理する「私会計｣、中学校・高等特別支援学校は学校長が保護者から徴収し、市の歳入に納

入する｢一部公会計｣であるが､平成30年度から､高等学校を除く全ての市立学校におい
て、市が学校給食費を徴収・管理する「完全公会計」への移行を予定している。

本条例は､学校給食を市の責任で実施すること、保護者等力喰材料費相当額として、学校

給食費を支払う旨を記載することで､市の責任及び保護者等の給食費負担義務を明確にする
ために制定するものです。主な内容は次のとおり。

（1）学校給食の実施

市が設置する学校のうち高等学校を除く学校において、学校給食を実施すること。

（2）学校給食費の徴収及び学校給食費の額

市長は、学校給食を受ける児童又は生徒の保護者等から学校給食費を徴収すること。ま

た、給食費の額は規則で定めること。

（3）学校給食費の納付

保護者等は、学校給食費を規則で定める日までに納付しなければならないこと。

（4）学校給食費の遅延損害金

保護者等は、納期限後に納付額を納付する場合においては、当該納付額に、千葉市税外

収入金に係る延滞金の徴収に関する条例の規定により計算した延滞金額を加算して納
付しなければならないこと。

（5）学校給食費の減免

災害等の特別な理由があるときには､学校給食費を減額、又は免除することができるこ
と6

3条例の施行期日

平成30年4月1日

4参考

（1）政令指定都市等の状況(公会計化の実施時に条例を定めている政令市.近隣市）
ア政令指定都市

福岡市(H21)、横浜市(H24)、大阪市(H26)
I
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県内市

船橋市(H27)

イ
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議案第36号関係参考資料

(生涯学習部生涯学習振興調

【議案第36号】千葉市公民館設置管理条例の一部改正について

1 改正の趣旨 ‘

公民館の管理について､非公募で地方自治法第244条の2第3項に規定する指定管理者

に行わせるとともに､犢橋公民館について､改築に伴い平成28年4月より休止している同
施設が完成し、供用を再開するほか、規定の整備を図るため、条例の一部を改正しようとす
るもの。

2改正内容

（1）指定管理者制度について

平成30年4月1日から、全公民館に指定管理者制度を導入するとともに、指定管理者
を非公募で指定するため、所要の改正を行う。

（2）犢橋公民館について

平成29年10月1日から、犢橋公民館の供用を再開するため、附則第3項を削る。

3改正理由

（1）指定管理者制度について

ア導入について

生涯学習ニーズの多様化､従来型地域コミュニティの希薄化など、社会情勢の変化へ

の的確な対応に向け、生涯学習センターとの連携の推進や職員の継続性・専門性の向上
､ などに資する、市民サービスの向上に有効な手法であるため。

イ非公募について

本施設の管理運営にあたっては､公平性、安定性等が強く求められるとともに、教育

の専門性を有し、生涯学習センター等の管理運営が良好で、市民に多様で専門的な講座

を実施可能な公益財団法人千葉市教育振興財団力潜理運営を行う必要性があるため。
（2）犢橋公民館について

地元からの要望を受けて､発注業務や開館準備作業を早めたことや､工事が順調に進捗

したことから、平成29年10月から供用を再開することが可能となったため。

4施行期日

（1）指定管理者制度について

平成30年4月1日

ただし、指定管理者の指定の手続等に係る部分は公布の日

（2）犢橋公民館について

／ 平成29年10月1日

I
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5参考

（1）指定管理者制度について

ア千葉市公民館の概要

①設置数 47館

②開館時間 午前9時から午後9時まで

③休館日 年末年始、その他管理運営上必要と認めた日

④年間利用人数 延べ 1， 1－06， 305人（平成28年度）

イ政令市の状況（社会教育法上の公民館を設置している市 12市）

①指定管理者制度導入 3市札幌市、仙台市、広島市※いずれも非公募

②直営 9市さいたま市、新潟市､京都市、堺市、神戸市、

岡山市、福岡市、熊本市、千葉市

ウ公民館利用者等への説明状況(平成28年6月30日から平成29年6月1 1日まで）

①説明対象者 公民館運営審議会、公民館運営懇談会、公民館利用者、市民

②実施回数 110回（実施予定も含む）

③出席者数 2， 204人（6月2日現在）

(2））犢橋公民館について‐

ア改築の概要

新施設は､犢橋市民センターとの複合施設として整備

①所在地 千葉市花見川区犢橋町162番地1

②施設構造 鉄骨造2階建て

③施設規模 敷地面積約1,247nf

延床面積約677㎡(公民館約550㎡､市民センター約100㎡）

④諸室構成講堂、講習室、和室、会議室、授乳室､給湯室､事務室､倉庫等

⑤附帯設備 エレベーター、多機能トイレ

⑥駐車場等 21台（身体障害者用2台含む)、駐輪場

く参考＞改築前施設昭和45年築木造2階建て

１

､

ノ

イスケジュール‘

平成28年度 4月 休館（4月1日から）

8月 解体工事完了

2月 建設工事着手

平成29年度（予定）

8月末建物完成

9月再開館準備

10月 供用再開

14
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1

新旧対照表（千葉市公民館設置管理条例の一部改正）
ー

15

改正前 改正後

(趣旨）

第1条この条例は、社会教育法（昭和24年法

律第207号。以下「法」という。）第24条

の規定に基づき、公民館の設置及び管理に関し

必要な事項を定めるものとする。

(設置）

第2条本市は、公民館を設置する｡

(名称及び位置）

『

第3条公民館の名称及び位置は、別表第1のと

おりとする。

2公民館の所管区域は、別に教育委員会規則で

定める。 Ⅱ

(新設）

(新設）

(使用の許可）

第4条

､ ､

咄

公民館を使用しようとする者は、教育委

員会の許可を受けなければならない。

2公民館を使用しようとする者は、公民館の所

管区域内の住民でなければならない。ただし、

教育委員会が社会教育振興上必要と認めてそ

の使用を許可した場合は、 この限りでない。

3教育委員会は、前2項の使用

の許可に条件を付すこ

(趣旨） ’

、 し

第1条この条例は、社会教育法（昭和24年法

律第207号。以下「法」という。）第24条

の規定に基づき、公民館の設置及び管理に関し

必要な事項を定めるものとする。 、

(設置） 。

第2条本市は、公民館を設置する。

(名称及び位置) ． 、

第3条公民館の名称及び位置は、別表第1のと

おりとする。

2公民館の所管区域は、別に教育委員会規則で
I

定める。

(指定管理者による管理）

第4条公民館の管理は、地方自治法（昭和22

年法律第67号）第244条の2第3項に規定

する指定管理者（以下「指定管理者」という｡）

に行わせる｡”

(業務の範囲） ． ‘
第5条指定管理者が行う業務の範囲は、次のと

おりとする。
、 I

（1）公民館の事業の実施に関する業務

（2）次条第1項に規定する使用の許可及び第8

'条の規定による使用の制限等に関する業務

（3）公民館の維持管理に関する業務

（4）前3号に掲げるもののほか、千葉市教育委

員会（以下「委員会」という｡）が別に定め

る業務

(使用の許可）

第6条 公民館を使用しようとする者は、指定管

一理者の許可を受けなければならない。許可に係

る事項を変更しようとするときも、同様とす

る。

2公民館を使用しようとする者は、公民館の所

管区域内の住民でなければならない。ただし、

指定管理者が社会教育振興上必要と認めて前

項の許可をした場合は、 この限りでない。

3指定管理者は、公民館の管理上必要があると

認めるときは．笛1項の許可に条件左付するこ
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とができる。

(使用の制限）

第5条 迭堕各号のいずれかに該

当するときは、公民館の使用を許可しない
守 り

ス ◎

(1)、公の秩序を乱し､又は善良な風俗を害する

おそれがあると認めるとき。

（2）営利を目的とする事業その他これに類する

ものと認めるとき。

（3）特定の政党、政派又は宗教を支持し、宣伝

し、又は反対すると認めるとき。

（4）暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成3年法律第77号）第2条第2

号に規定する暴力団の利益になるとき。

（5）前各号に掲げる場合のほか、公民館の管理

運営上支障があると認めるとき。

(新設）

（意見の聴取）

第5条の2 教育委員会は、必要があると認める

ときは、前条第4号 に該当する事由の有無に

ついて、所轄の譽察署長の意見を聴く

(新設）

(使用料）

ものとする。

とができる。

(使用の不許可）

第7条指定管理者は、 次の各号のいずれかに該

当するときは、前条第1項の許可をしないもの

とする。’

（1）公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害する

おそれがあると認めるとき。

（2）営利を目的とする事業その他これに類する

ものと認めるとき。

（3）特定の政党、政派又は宗教を支持し、宣伝

し、又は反対すると認めるとき。

（4）暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成3年法律第77号）第2条第2

号に規定する暴力団の利益になるとき。

（5）前各号に掲げる場合のほか、公民館の管理

運営上支障があると認めるとき。

(使用の制限等）

第8条指定管理者は、次の各号のいずれかに該

当するときは、公民館の使用を制限し、若しく

は停止し、第6条第1項の許可を取り消し、又

は公民館からの退去を命ずることができる。

（1 ）この条例又はこの条例に基づく教育委員会

規則に違反したとき。

（2）偽りその他不正の手段により第6条第1項

の許可を受けた事実が明らかになったとき。

（3）第6条第1項の許可に付した条件に違反し

たとき。

（4）前条第1号から第4号までに規定する使用

不許可の事由が発生したとき。

（5）公民館の管理の業務に従事する者の管理上

の指示に従わないとき。

（6）前各号に掲げる場合のほか、公民館の管理

上支障があると認めるとき。

(意見の聴取）

第9条指定管理者は、必要があると認めると

きは、第 Z条第4号に該当する事由の有無につ

いて、所轄の警察署長の意見を聴くよう委員会

に求めるものとする。 ．

2委員会は、前項の規定による求めがあったと

きは、第7条第4号に該当する事由の有無につ

いて、所轄の譽察署長の意見を聴くものとす

る0

(使用料）
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第6条公民館の使用料は､無料とする。ただし、

本市住民以外の者が使用する場合の使用料は、

別表第2のとおりとする。

(休館日）

第7条公民館の休館日は、年末年始(12月2

9日から翌年の1月3日までの日をいう｡）と

する。ただし、 教育委員会が管理運営上必要が

あると認めるときは、休館日を変更し、又は体

館日以外の日に休館することができる。

(新設）

(新設）

(職員）

第8条

、

法第27条第1項の規定により置かれ

る館長のほか、公民館に所要の職員を置く。

(新設）

1

(新設）

h

第10条 公民館の使用料は、無料とする。ただ

し、本市住民以外の者が使用する場合の使用料

は、別表第2のとおりとする。
6

(休館日）

第1 1条

』

公民館の休館日は、年末年始（12月

29日から翌年の1月3日までの日をいう｡）

産する。ただし､、 委員会が管理運営上必要があ
ると認めるときは、休館日を変更し、又は休館

日以外の日に休館することができる。

2指定管理者は、あらかじめ委員会の承認を得

て、前項に規定する休館日に開館することがで

きる0

(使用時間）

第12条公民館の使用時間（以下この条におい

て「使用時間｣という｡）は、午前9時から午

後9時までとする。

2前条第1項ただし書の規定は、使用時間の変

更について準用する。

3指定管理者は､あらかじめ委員会の承認を得

て、使用時間以外の時間に開館することができ

る。

(職員）

第1 3条 法第27条第1項の規定により置か

れる館長のほか、公民館に所要の職員を置く。

(指定管理者の指定の手続等）

第14条委員会は、公民館の管理を適切かつ確

実に行うことができると認める法人その他の

団体を、その申請により､議会の議決を経て、

指定管理者として指定するものとする。

2委員会は、前項の規定により指定管理者を指

定したときは、教育委員会規則で定めるところ

により、その旨を告示するものとする。地方自

治法第244条の2第1 1項の規定により指

定管理者の指定を取り消し、又は管理の業務の

全部若しくは一部の停止を命じたときも、同様

とする。

3前2項に定めるもののほか、指定管理者の指

定の手続に関し必要な事項は、教育委員会規則

で定める。 ，

(管理の基準）

第15条指定管理者は、法令、条例、条例に基

づく規則又は教育委員会規則その他委員会の定

めるところに祥い，公民館の管理左行わなけれ



、

上

一
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(公民館運営審議会）

第9条法第29条第1項の規定に基づき、別義

第3に掲げる公民館に公民館運営審議会（以下

｢審議会」という｡）を置く。

2審議会は、それぞれの区に所在する公民館α

各種事業の企画実施につき調査審議する。

3審議会は、 15人以内の委員をもって組織す

る。

4法第30条第1項の規定による委員の委嚥

は、次に掲げる者のうちから行うものとする。

（1）学校教育の関係者 。

（2）社会教育の関係者

（3）家庭教育の向上に資する活動を行う者

（4）学識経験のある者

0 委員の任期は、 2年とし、再任を妨げない。

ただし、委員が欠けた場合における補欠委員a

任期は、前任者の残任期間とする。

(補則）

第10条 この条例に定めるもののほか、公民嫌

の管理に関し必要な事項は、教育委員会規則て

定める。

附

1 この条例は、昭和44年4月1日から施行す

る。

2千葉市地区公民館設置管理条例（昭和29年

千葉市条例第17号）は、廃止する。
、 ■

3 当分の間、千葉市犢橋公民館は、休止する。

別表第1

｜（略）

｜（略）

｜（略）

｜（略）

位置

千葉市花見川区犢橋

町162番地のI
k

千葉市中央区松ケ丘

町257番地の2

千葉市若葉区更科町

2254番地の1

千葉市中央区生実町

67番地の1

｜（略）

名称

千葉市犢橋公民館

千葉市松ケ丘公民館

千葉市更科公民館

千葉市生浜公民館

ばならない。 ゞ

(公民館運営審議会）

第1 6条 法第29条第1項の規定に基づき、月I

表第3に掲げる公民館に公民館運営審議会（し

下「審議会」という｡）を置く。

2審議会は、それぞれの区に所在する公民館α

各種事業の企画実施につき調査審議する。

3審議会は、 15人以内の委員をもって組織す

る｡

4法第30条第1項の規定による委員の委噸

は、次に掲げる者のうちから行うものとする。

(1）学校教育の関係者

（2）社会教育の関係者

（3）家庭教育の向上に資する活動を行う者

（4）学識経験のある者

5‐委員の任期は、 2年とし、再任を妨げない。

ただし、委員が欠けた場合における補欠委員a

任期は、前任者の残任期間とする。 ‐

(補則） ‐

第1 7条 この条例に定めるもののほか、公民鎌

の管理に関し必要な事項は、教育委員会規則て

定める。

附則

l この条例は、昭和44年4月1日から施行す

る。

2千葉市地区公民館設置管理条例（昭和29年

千葉市条例第17号）は、廃止する。

(削る｡）

別表第1

｜（略） 、

｜（略）

｜（略）

位置

千葉市花見川区犢橋

町162番地1

千葉市中央区松ケ丘

町257番地2

千葉市若葉区更科町

2254番地1

｜（略） ，‐

｜（略）

千葉市中央区生実町

67番地1

名称

千葉市犢橋公民館

千葉市松ケ丘公民館

千葉市更科公民館

千葉市生浜公民館



1

附則。

l この条例は、平成30年4月1日から施行する。ただし、第10条を第17条とし、第9条を第1

6条とし、第8条を第13条とし、同条の次に2条を加える改正規定（第14条に係る部分に限る｡）

及び別表第1の改正規定は公布の日から、附則第3項を削る改正規定は平成29年10月1日から施

19

’ 千葉市椎名公民館 ’ 千葉市緑区富岡町2

90番地のl

千葉市緑区土気町1

631番地の7

｜（略）

｜（略）

｜（略）

｜（略）

千葉市中央区川戸町

403番地の1

千葉市花見川区柏井

町1590番地の8

千葉市若葉区加曽利

町89'2番地の6

千葉市中央区星久喜

町615番地の7

千葉市若葉区大宮町

3 ，
一 221番地の2

千葉市花見川区さっ

きが丘1丁目32番

地の4 ‐

千葉市花見川区横戸

町861番地の4

千葉市稲毛区園生町

384番地の93

千葉市花見川区長作

町1

1

７
’ 722番地の

千葉市若葉区若松町

2 ７
－117番地の2

千葉市稲毛区六方町

55番地の29

｜（略） ‘

｜（略）

千葉市稲毛区宮野木

町1，
’ 807番地の

3

千葉市緑区越智町8

22番地の7

｜（略）

以下（略）

千葉市土気公民館

千葉市川戸公民館

千葉市花見川公民館

千葉市加曽利公民館

千葉市星久喜公民館

千葉市大宮公民館

千葉市さつきが丘公

民館

千葉市こてはし台公．

民館

千葉市草野公民館

千葉市長作公民館

千葉市若松公民館

千葉市山王公民館

千葉市緑が丘公民館

千葉市越智公民館

’ 千葉市椎名公民館

｜（略）

| (略）

｜（略）

｜（略）

｜（略）

｜（略）

’ 千葉市緑区富岡町2

90番地1

千葉市緑区土気町1

631番地7

千葉市中央区川戸町

403番地1

千葉市花見川区柏井

町1590番地8

千葉市若葉区加曽利

町892番地6

千葉市中央区星久喜

町615番地7

千葉市若葉区大宮町

3221番地2

千葉市花見川区さっ

きが丘1丁目32番

地4

千葉市花見川区横戸

町861番地4

千葉市稲毛区園生町

384番地93

千葉市花見川区長作

町1722番地1

千葉市若葉区若松町

2117番地2

千葉市稲毛区六方町

55番地29

千葉市稲毛区宮野木

町18()7番地3

千葉市緑区越智町8

22番地7

｜（略） ‘

以下（略）
, ミ

千葉市土気公民館

千葉市川戸公民館‘

千葉市花見川公民館

千葉市加曽利公民館
I

千葉市星久喜公民館

千葉市大宮公民館

千葉市さつきが丘公

民館

千葉市こてはし台公

民館

千葉市草野公民館 ’

千葉市長作公民館

千葉市若松公民館

千葉市山王公民館

千葉市緑が丘公民館

千葉市越智公民館



行する。

2 この条例の施行の日前に千葉市教育委員会がしたこの条例による改正前の第4条第1項の許可又

は同条第2項の規定による許可で、この条例の施行の際現に効力を有するものは、同日においてこの

条例による改正後の第4条に規定する指定管理者がした改正後の第6条第1項の許可とみなす。

〔

』
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参考資料学理者制度等〕連の概勢

#苧議論常篝蓄請冑一-
鍔一一

＝鐘一一基＝一

2指定管理者制度導入のメリット

口
一

喰藤淋漣峨恥1罰

公民館と生涯学習センターの運営管理者が同

一となり、より連携を深めることで、教育振興
〆

財団の有する人材・ノウハウ等の共有が可能と
なる。

そのなかで、公民館と生涯学習センターのな

かで相互に学習成果を還元できるようにすると

ともに、多様な主体と連携した事業の一部を公

民館において実施するなど、公民館において多

様な学習機会を提供する。

【公民館を取り巻く社会情勢ルi_ ､~ ‘ 、" .．: . 』 ‘ ロ . .

○時代の変遷による生涯学習ニーズの多様化
○民間の文化教養施設の増加一 : ､; : j駅 "'
○従来型地域コミュニティの希薄化 ‘ : ;::

1【公民館が抱える課題I": ､ ; i :'Z…:;: *？ ; : : '
↑○利用者数､:講座錠"図書貸出冊数の減少

′○職員の異動による継続性;専門性の』ﾊ ；：
確保の難しさ j ， ” ‘ “ 、 ：”

:○施設の老朽化の進行･ '.W" : : : ・ ・

い､快適な施設環境の整備.ぶ′# : '; 」：：

①継続性の向上

全ての職員が継続して教育分野に携わることに

より、経験やノウハウが蓄積される。

一一

②専門性の向上

教育振興財団において､社会教育主事等の資格取得や研修受講が積極的に行われることにより、各公民館入
段階的に社会教育主事が配置される。
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禰謝罪i薩圃雷#舜識貰埜雲:鳥郡醗達す罰 巖駒冨
･地域づくりを担う人材の育成
･学習成果の地域への還元

一

①指定管理者制度導入後の職員配置 ②管理運営費の再配分

1－~--~~~~~~．.~~~‘~~~~~~~~~~~..~~~~~--~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~‘~~~~~~~~，~~..~~~~~~~~~~~~~~~~~~‐

｜【管理運営費の再配分】

'○比較的柔軟な雇用体系で職員配置を行うことができる教｜
I 育振興財団が管理を行うことにより、運営費全体におけ i
l る報償費・修繕費の比率を高めていく。 ‐ ，

‘…一一-－－………一……………灘－－……
，蟻鞠ジ『~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~'~~~.~~~~~~~~~~~~~~~~~｡.~~~~~~嘩……ｱ…~~~~~~~~~~~~‘~~I

! ‐【管理運営費の再配分による効果】 ”識

i○現代的課題､･郷土の歴史等の市民意識、ボランティアの I
｜ 育成等に関するものなど､全体で300講座程度を拡充｜

I する。

' .○消防設備等法定点検に加え､畳や障子、 トイレ修理等、｜
｜ 最低限の修繕料は確保すると．ともに、学習の場として必 i

l 要な施設環境を確保する。
i ※建替･改築については､従前どおり市が責任を持って 1
1 ， 行う。

!○公民館図書室の蔵書を増やす。
L_____---__________-..--------_ﾆｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰ------.____‘_..____------_‐

社会教育施設としての機能強化
→主催講座の質的･量的な充実 匡〉〆

地域の多世代交流拠点
としての場の提供

品,？、

合 一画＝

※社会教育主事は､原則主事レベルの配置を想定

市直営(現状） 指定管理後

←
中
核
公
民
館

宿長

力職員

合計

1人(週5）

1人(週5）

:燕詞溌冒駕蕊

鶴鞠灘鯛§灘蕊
2人(週3．週4）

6人

1人(週5）

人(週5）

燕露羅蕊

6人

地
区
公
民
館

館長

主事

合計

1人(週5）

1人(週5）

蕊癬識難火､K超ロｿ躯鰯灘蕊1

3人

1人(週5）

1人(週5）

蕊議葡蕊《鰯麟溌

3人

図
書
室

主事

非常勤職員～

合計

1人(週5）

4人(週3．5）

5人

1人(週5）

4人(週3．5）

5人
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課長補佐

総務課
総括主幹

参事
教育総務

部長
教育次長

学校教育
部長

生涯学習
部長

総務課長 学事課長
生涯学習

振興課長
中央図書

館長

企画課長
教育職員
課統括管
理主事

教育職員
課長

文化財課
担当課長

文化財課

長

教育セン
ター所長

学校施設
課長

教育支援
課補佐

教育指導
課長

保健体育
課

担当課長

保健体育
課長

養護教育
センター

所長

学事課補
佐

総務班主
査

総務班 総務班


